
　この期間、上川・留萌地方の震度観測点で震度１以上を観測した地震はありませんでした（12月は

1回）。

　15日13時頃（日本時間）にトンガ諸島付近のフンガ・トンガ－フンガ・ハアパイ火山で発生した大

規模噴火に伴い、留萌で12cmの潮位変化を観測しました※１。

※１　令和４年２月８日気象庁報道発表資料「令和４年１月の地震活動及び火山活動について」

別紙５（https://www.jma.go.jp/jma/press/2202/08a/2201vol-hthh.pdf）参照
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上川・留萌地方の地震活動図

旭川地方気象台
2022年1月1日～2022年1月31日

震央分布図

地震概況（2022年1月）

総数=117

この活動図は、旭川地方気象台のホームページ（https://www.data.jma.go.jp/asahikawa/）に掲載しています。
この資料に関する問い合わせ先　旭川地方気象台　TEL　0166-32-6368
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　本資料の利用にあたって
 

　　・　本資料の震源要素及び震度データは暫定値であり、データは後日変更することがあります。

　　・　次の期間の地震について、暫定的に震源精査の基準を変更しているため、それ以外の期間と比較して微小な地震の

　　　　震源決定数の変化が見られることがあります。

　　　　①2020年９月１日から10月23日まで、②2021年１月９日から３月７日まで、③2021年４月19日から12月５日まで

　　・　2020年９月以降の地震は、それ以前と比較して、処理方法の違い等により、震源の見かけ上の位置や震源決定数に

　　　　変化が見られることがあります。

　　・　本資料は、国立研究開発法人防災科学技術研究所、北海道大学、弘前大学、東北大学、東京大学、名古屋大学、京

　　　　都大学、高知大学、九州大学、鹿児島大学、国立研究開発法人産業技術総合研究所、国土地理院、国立研究開発法

　　　　人海洋研究開発機構、公益財団法人地震予知総合研究振興会、青森県、東京都、静岡県、神奈川県温泉地学研究所

　　　　及び気象庁のデータを用いて作成しています。また、2016年熊本地震合同観測グループのオンライン臨時観測点

　　　　（河原、熊野座）、米国大学間地震学研究連合（IRIS）の観測点（台北、玉峰、寧安橋、玉里、台東）のデータを

　　　　用いて作成しています。

　　・　図中橙色の線は、地震調査研究推進本部が地震発生可能性の長期的な確率評価を行った主要活断層を表します。

　　・　過去の地震と比較するため、前３ヶ月（今期間を含まない）の震央を灰色のシンボルで表します。

　　・　本資料中の地図の作成にあたっては、国土地理院長の承認を得て、同院発行の『数値地図25000（行政界・海岸線）』

　　　　を使用しています（承認番号平29情使、第798号）。



大きな地震の後には、多くの場合、それよりも規模の小さな地震が引き続いて多数発生します。

しかし、最初の大きな地震と同程度かさらに大きな地震が発生することも無いわけではありません。

普段から大きな地震に備えることはもちろんですが、いざ大きな地震が発生した場合には、その後

に発生する地震にも注意する必要があります。 

 

●大地震後の地震活動の見通しと防災上の呼びかけ 

 気象庁では、最大震度５弱以上が観測された場合など、引き続く地震で被害を生じる可能性があ

る場合には、どのくらいの期間注意すべきか、震度はどの程度になるか、どのようなことに留意し

ておくべきかなど、今後の地震活動の見通しについて地震解説資料や報道発表の中で以下のように

解説し、防災上の呼びかけを行います。また、地震の発生状況や気象状況についても逐次発表し、注

意喚起を行います。 

【発生直後】過去事例や、大きな地震が続発しやすいなどの地域特性に基づき、想定すべき最大震

度及び注意すべき期間や周辺の活断層への留意などを解説。 

【1週間程度以降】最初の大きな地震後の地震活動経過に基づく数値的見通しとして、最大震度 5

弱以上の揺れとなる地震の発生確率を大地震発生当初や平常時と比較した表現で解

説。また、強い揺れに注意すべき期間なども定期的に解説。 

 

●地震災害時は正しい情報利用を 

 災害時には様々な情報が飛び交いますが、中には不安を煽るような根拠の無い噂も少なからずあ

ります。現在の科学では、「震度○以上の地震が○日に発生する」というように地震の発生時期や場

所・規模を断定的に予測することはできず、具体的な発生日時まで示した情報はデマと思ってよい

でしょう。情報の発信元を確認し、科学的根拠の無い情報に惑わされないよう注意しましょう。 

平成 30年北海道胆振東部地震の記者会見での呼びかけ例 （※この中の数字は事例ごとに異なります） 


